
（単位：円）

Ⅰ    業務費用 11,772,605,589

損益計算書上の費用　　                

工業所有権関係公報等閲覧業務費 660,581,008

審査審判関係図書等整備業務費 271,639,719

工業所有権情報流通等業務費 3,111,881,091

工業所有権情報普及業務費 6,528,659,080

工業所有権相談等業務費 165,220,957

情報システム関連業務費 291,831,374

人材育成業務費 539,098,821

一般管理費 302,810,909 11,871,722,959

（控除）

複写手数料収入 △ 21,624,570

研修受講料収入 △ 77,482,000

雑益 △ 10,800 △ 99,117,370

 　  

Ⅱ   損益外減価償却相当額 　　　　　　　　―

Ⅲ   損益外減損損失相当額 954,480

                                              　

Ⅳ  引当外退職給付増加見積額 12,300,960

                                              　

Ⅴ  機会費用

国有財産無償使用の機会費用 146,501,771

政府出資等の機会費用 24,714 146,526,485

 　

Ⅵ   行政サービス実施コスト 11,932,387,514

注記）

１．国有財産の無償使用の機会費用の計算方法

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

行政サービス実施コスト計算書

（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

国有財産使用料相当額を機会費用として計上しております。

国債利回り等を参考に１．６５％で計算しております。


